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資源・燃料政策
における課題

１．海外からのエネル
ギー資源供給の

不確実性

２．災害時等の供給体
制の脆弱性

３．エネルギー供給を
担う企業の経営基盤

の弱体化

◎調達量の確保、リスクの低減、価格の低廉化
①適切な分散の実現
②リスクの低減
③価格の低廉化
④供給途絶時の対応

◎石油・LPガス供給構造の強靭化
①供給設備の耐震性強化/液状化対策
②災害供給オペレーションの円滑化/BCP
③需要家側による災害時の備えの強化
④地域における石油サプライチェーンの強化

◎石油・LPガス産業の事業基盤の再構築
①精製・元売業
②販売業
③取引の公正・透明化

【対応の方向性】【課題】

【基本政策分科会で明らかになった資源・燃料政策上の課題と、その対応の方向性】

○総合資源エネルギー調査会基本政策分科会において、資源・燃料政策上、エネルギー供
給確保の観点から以下の３つの課題と、それに対する対応の方向性が示された。

○資源・燃料分科会、石油・天然ガス小委員会ではこれらの対応の方向性を具体的に深掘り
する。
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●今後の主な検討項目

・エネルギーセキュリティ総論（評価に関する整理等）

・中東危機時に備えた石油・ガスの供給確保対策

・調達リスクや産油国、アジア諸国との協力を念頭に
おいた備蓄の考え方

●基本政策分科会で議論された内容例
・資源国との関係強化と上流進出による供給源多角化

・資源調達環境の基盤強化（資源外交、二国間協力関係
の深化等）

・エネルギーコスト低減のための資源調達条件の改善
・国産資源の開発の促進
・需要家が多様なエネルギー源を選択できる環境整備

（運輸部門等）

２．災害時等の供給体制の脆弱性への対応 （国内エネルギー供給網の強靭化）

●基本政策分科会で議論された内容例
・石油備蓄による海外からの供給危機への対応強化
・石油コンビナートの強靭化（バックアップ機能強化等）
・石油・LPガス災害時供給連携計画の策定・運用訓練
・SSの災害対応能力、LPガス中核充填所設備の強化
・需要サイドの強靭化（社会重要インフラ等）
・平時における安定供給の確保（ＳＳ過疎対策等）

●今後の主な検討項目
・備蓄政策の方向性

－中長期的な方向性、26年度備蓄目標の策定
・災害時の石油供給体制（各省連携含）
・中核ＳＳ・ＬＰガス中核充填所の機能強化
・ＳＳ過疎問題（自治体との連携等）

３．エネルギー供給を担う企業の経営基盤の弱体化への対応 （産業の事業基盤の再構築）

●基本政策分科会で議論された内容例
・柔軟な石油・石油化学製品の生産体制の確立

（製油所等の設備最適化による生産性の向上等）
・他事業分野・海外進出の強化による収益力の向上
・石油・LPガスの最終供給体制の確保
・公正かつ透明な石油製品取引構造の確立
・次世代の燃料供給網の構築

●今後の主な検討項目
・石油産業（精製・元売）の事業再編・構造改革

－エネルギー供給構造高度化法告示の改定
－総合エネルギー企業化、海外事業展開

・持続可能な販売業の事業展開
・公正かつ透明な石油製品取引構造の確立
・石油製品の品質確保に向けた取組の検証

石油・天然ガス小委で議論

【基本政策分科会で議論された内容と今後の主な検討項目】

本日議論

１．海外からのエネルギー資源供給の不確実性への対応
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２．調達国の多角化

１．主要調達燃料の多様化

＜調達する燃料の種類を複数に分散＞
○シェールガス・随伴LPガスの調達
○非在来型資源等の調達

＜地政学リスクを考慮したポートフォリオ調達＞
○中東依存度低減のためのフロンティア開拓

４．上流権益獲得等（資源外交含）

＜確実に調達可能な海外資源の確保＞
○産油国等資源国との関係強化

○ＪＯＧＭＥＣのリスクマネー供給による官
民での資源権益獲得

５．国内資源開発

＜海外輸入依存度の低減＞
○国内油・ガス田開発
○メタンハイドレートの技術開発

＜調達ボリューム確保・交渉力強化等に
よる価格低減＞

○消費国との連携強化（LNG産消会議
等）

○包括的アライアンスなど新しい共同調
達の促進

○ＦＯＢ契約での仕向地条項の見直し
○価格決定方式の多様化

○国際的なサプライチェーンのあり方の
検討

７．バーゲニングパワーの強化

６．燃料備蓄

＜緊急時に備えた燃料の備蓄＞
○石油・LPガス備蓄

（民間備蓄、国家備蓄）
○産油国共同備蓄、アジア諸国との協力

３．需要構造の見直し

＜高リスク資産依存の低下＞
○運輸部門における需要構造の改革
○2次エネルギーの活用による低リスク化
○省エネの推進

８．適正な取引市場の確保

＜卸売取引市場の整備＞
○現物取引の活性化/先物市場

○エネルギー企業のトレーディング機能
強化

①適切な分散の実現 ②各燃料リスクの低下 ③価格の低廉化

海外からのエネルギー資源供給の不確実性への対応

【エネルギーセキュリティーの確保に関する方策】

燃料種・調達国の分散に係る
エネルギーセキュリティの観
点からの評価軸の明確化

○海外からのエネルギー資源供給の不確実性へ対応するためには、①適切な分散の実現、②各燃料リスクの低
下、③価格の低廉化、④供給途絶時の対応が重要。

＜低価格、供給量の確保＞
○調達価格引下げに向けた取組の推進
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④供給途絶時の対応

＜緊急時の調達のあり方等＞※○は各項目に対する対策の例



【燃料種・調達国の分散に係るエネルギーセキュリティの評価軸の整理】

○適切な分散の実現のためには、主要調達燃料の多様化や調達国の多角化について、エ
ネルギーセキュリティの観点から評価軸を整理することが重要。

○ポートフォリオ理論に基づけば、調達燃料や調達国を、それぞれが逆相関を示す形で分
散化させることが、調達上のリスクを低減させることにつながる。

①主要調達燃料の多様化

・使用エネルギーの燃料種を分散化させれば、あるエネルギーが途絶した際に他のエネルギーを利用することができ
ることから、社会的にレジリエントとなる。
Ex.石油へのエネルギー依存度が高かった日本は、石油ショック後、多様なエネルギー源の利用を進め、石油途絶

による社会活動停滞のリスクを低減した。

②調達国の多角化

・調達国の分散化を考える場合には、各国地政学的リスクを持つことから、これによってウェイト付けをする必要有り。
地政学的にリスクが高く、相関が高い国（例えば隣接する国）からの調達はリスクが相対的に高い。
Ex.中東の複数国から調達することは、紛争等が起きた際に同じ途絶リスクにさらされるため、地政学的に正の相関

があると言え、リスクが相対的に高い。
・ただし隣接する国でも地理的な条件によりリスクが異なることも考慮する必要有り。
Ex.同じUAEでもオマーン側から輸出する際には、ホルムズリスクがないが、サウジ側から輸出する際にはリスク有

り。

・より地政学的リスクが低い国を中心として調達国を分散化させれば、地政学的なイベントによる途絶の可能性を減
らし、仮に1カ国から途絶しても、他国から調達できることから安定供給を担保できる。
Ex.ほとんどを中東諸国から輸入していたLPガスについて、北米からシェール随伴のLPガスを調達することは、より

地政学リスクが低い国に調達先を分散できることからリスク低減に意味あり。

＜参考＞
（１）多様なエネルギー源をそれぞれの部門でバランス良く利用することで、リスクを減少させることができる。
（参考：H＝∑ ܺ2݅௜ Ｈは分散を表す指標。Xiは利用エネルギー全体における財iのシェア。）

（２）また、同じリスク（例えば地政学リスク等）にさらされるエネルギー資源への依存の回避はリスク低減につながる。
（参考：R＝∑ ∑ ܺ݅௝ ௜݆݅ߪ݆ܺ RはHに（２）の概念を追加したもの。Xi,	Xjは利用エネルギー源全体における財i,	jのシェア。Ơijは 財i, jのリスクの程度と

相関を数値化したもの。） 4
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1次エネルギー供給構造の変遷

 オイルショック等を踏まえ、我が国はこれまで石油依存度の低減を推進。

 経済性を考えた場合には、より安価な石炭の割合の増加、石油、天然ガスの価格低減の取組が必要。

 地政学的なリスクを考えた場合には石油、LPガスの中東依存度低減が必要。

【出所】総合エネルギー統計。%は構成割合。
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１．主要調達燃料の多様化



ＬＰＧ：2007年以降工業用を中心に減少傾向 石炭：2008年以降横ばい傾向

天然ガス：継続して電力用・都市ガス用共に
増加傾向

原油：1990年台半ばから減少傾向

日本ＬＰガス協会
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化石燃料の1次エネルギー消費の変化

１．主要調達燃料の多様化



機密性○

出所：電力調査統計及び事業者からのヒアリングにより作成

震災後の電源構成の変化

○火力発電比率は約９割まで上昇。特にLNG火力が約５割を占めている。これは石油ショック
前よりも比率としては高い水準。
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１．主要調達燃料の多様化
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機密性○
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・原油

・ＬＰガス

・天然ガス

出典：貿易統計（２０１２年１月～１２月）

単位：万BD

単位：百万ｔ

中東依存度８３％
（ホルムズ依存度８０％）

総輸入：３６６万BD

中東依存度８３％
（ホルムズ依存度８１％）

総輸入１，３２０万ｔ/年

中東依存度２９％
（ホルムズ依存度２４%）

総輸入８，７３１万t/年

・石炭

中東依存度0％
（ホルムズ依存度０％）

総輸入：１億８，５１５万ｔ/年

単位：百万ｔ単位：百万ｔ

○原油・ＬＰガスは中東依存度が高く、天然ガス、石炭は豪州、東南アジア諸国への依存度が高い。

各化石燃料の輸入先とホルムズ依存度（2012年）

２．調達国の多角化＜地政学リスクを考慮したポートフォリオ調達＞
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イラン
イラク

スーダン

リビア

ベネズエラ

エジプト

アルジェリア

カザフスタン

パプアニューギニア

ベトナム

インドネシア ブラジル

ロシア

カタール（３）

中国

マレーシア

メキシコ

南アフリカ

ランク７

ランク６

ランク５

ランク４

ランク３

ランク２

クエート（２）

オマーン（２）

サウジアラビア インド

トルコ

チュニジア

コロンビア
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タイ フィリピン

カンボジア

イエメン

アフガニスタン 日本

アルゼンチン

モザンビーク

ナイジェリア

アンゴラ

赤道ギニア

主要資源調達国のカントリーリスク

※ＯＥＣＤ カントリーリスク（６月２８日時点）より作成 http://www.oecd.org/tad/xcred/cre‐crc‐current‐english‐rev1.pdf
なお、ＯＥＣＤ域内高所得国やユーロ圏内高所得国は評価・分類なし。

ボリビア

暴力や拘留などを含む海賊行為
海上におけるチョークポイント

９

【石油・LPガス】
・輸入依存大

・地政学リスク大

【石炭・天然ガス】
・輸入依存大

・地政学リスク小

○石油・LPガスは地政学リスクの高い中東に依存しているのに対し、天然ガス・石炭は地政学リスクが
比較的低い東南アジア、豪州から主に調達。

２．調達国の多角化



中東諸国との関係強化と同時に、調達先分散（ロシア、アフリカ、南米、北極圏等）の取組を
進める。

化石燃料の調達多様化の取組（石油）

２．調達国の多角化
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日本企業の上流開発への参画支援を行うことによって、カタール、豪州等の既存供給者と、
米国、カナダやロシア等の新規供給国・企業との競争を促進。
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化石燃料の調達国多角化の取組（天然ガス）

２．調達国の多角化



豪州・インドネシアからの輸入が中心でリスクは低減されているが、更に経済性、安定性を高
めるため、アフリカ、モンゴル、北米等の開発・調達を模索。

12

化石燃料の調達国多角化の取組（石炭）

２．調達国の多角化
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※調達量は、２０１６年に約１８０万トン（日本の年間輸入量の約１４％）を越える見込み。
※他にも、東ティモール、豪州など、非中東産ＬＰガス調達に向けた動き

米国からの調達見通し

中東依存度が高い中、価格面、リスク低減両方の観点から北米からの調達を進めるため、
シェールガスに随伴するＬＰガスを米国価格にて、調達する動きが出ている。

化石燃料の調達国多角化の取組（ＬＰガス）

２．調達国の多角化
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（参考）米国シェールオイルの動向

○国内原油生産は、シェールオイルの生産拡大により、年間８０
万ＢＤずつ拡大しており、２０１６年に９５０万ＢＤに到達し、過
去最高であった１９７０年の９６０万ＢＤに近づく（シェールオイ
ルは2012年230万BD→2021年480万BDの見込み）。

○シェールオイルは、２０２０年から徐々に生産減少。

○ＥＩＡのreferenceケースでは、米国の原油生産拡大に伴い、2016年
までにOPECのマーケットシェアは４割以下に低下。それに伴い、ブレ
ント価格は2012年の$112/bblから2017年には$92/bblまで低下。

○しかし、世界的な原油需要の拡大により徐々に上昇し、2040年に
は$141/bblになる。

マコウスキー上院議員：ホワイトペーパーの概要（平成26年１月７日）
（原油について）

・原油、コンデンセート、石油製品の生産・輸出を所管する米国商務省が法的権利を行使し、自ら原油輸出を解禁することが考えられる。米
国内で「十分に販売できない場合」に輸出申請を許可できるという法律上の条項に基づき、商務省が原油やコンデンセートの輸出申請を
許可することができる。精製能力のミスマッチは既に現れており、常識的にミスマッチはこれらの要件を満たすはずである。

・また、大統領が、輸出解禁は国益に適うと宣言する権限も有している。ホワイトハウスが本認識に反対する及び/または、原油輸出禁止を
維持する場合は、上院において関連法案の更新を行うべきである。

＜EIA エナジーアウトルック2014＞

○米国ではシェールオイル生産が拡大しており2020年には生産のピークとなる見込み。ＥＩＡのreferenceケースによれ
ば、原油の国際的な価格指標の一つであるブレント価格は、2020年頃まで低下していくと見込まれている。

○米国内では、原油の輸出解禁を求める声が出てきているが、米国は、引き続き、原油の純輸入国である見込みであ
ることから、今後もシェールオイルの生産動向や米国内での議論の状況を注視することが重要。
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U.S. natural gas imports and exports 
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Source: EIA, Annual Energy Outlook 2014 Early Release 

○天然ガス輸出は2025年に年間5.4Tcf (約1億1300万㌧）とな
り、その内、LNG輸出は、2029年に年間3.5Tcf（約7350万㌧）
に達し、2040年まで当該水準が継続される見込み。

○ＥＩＡでの試算では、米国のガス価格は、国内における産業及び
発電による需要増加等、なだらかな上昇が見込まれている。

○2018年には、$4.80/MMBTUとなり、その後一時的に価格は下が
るものの(2020年に$4.38/ MMBTU）、2040年に向けて徐々に上
昇していくと予想（2040年に$7.65/MMBTU）

energy spot prices 
2012 dollars per million Btu 
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Source: EIA, Annual Energy Outlook 2014 Early Release 

（参考）米国シェールガスの動向

＜EIA エナジーアウトルック2014＞

○昨年５月以降、米国政府は日本企業が関与するLNGプロジェクトのうちすでに３件について輸出承認を行っている
（日本企業が現時点で関与しているLNGプロジェクトは残り１件）。

○米国のシェールガス生産については、引き続き堅調な生産が見込まれているが、ＥＩＡの試算によれば、米国内のガ
ス価格のなだらかな上昇が見込まれおり、長期的な観点からは留意しておく必要がある。
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製造業のエネルギー原単位は改善傾向。

人口は2060年に1955年頃と同じ水準まで減少の見込み。①人口の減少、②省エネ技術の向上によってエネルギー需要
は弱含みしていくと予想される。

自動車の平均燃費は改善傾向。
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我が国のエネルギー需要

３．需要構造の見直し



機密性○

石炭他
1%

石油
22%

ガス
32%

電力
44%

熱（含地熱・

太陽熱）
1%

２０１１年度
１,５５８×
１０⁶Ｊ/m²

運輸

家庭 業務

産業

業務部門のエネルギー源別消費量

運輸部門のエネルギー源別消費量製造業のエネルギー源別消費

家庭部門のエネルギー源別消費

石油製品の割合

95％以上

○各部門で見た場合、運輸部門は95%以上を石油製品に依存。また、電力のうち約９割は現状では化石燃料に依存。
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化石燃料依存について

３．需要構造の見直し

出所：資源エネルギー庁「総合エ
ネルギー統計」をもとに作成

出所：（一財）日本エネルギー経済
研究所「エネルギー・経済統計要
覧」、資源エネルギー庁「総合エネ
ルギー統計」、総務省「住民基本台
帳」をもとに作成

出所：資源エネルギー庁「総合エ
ネルギー統計」をもとに作成

出所：（一財）日本エネルギー経
済研究所「エネルギー・経済統
計要覧」、資源エネルギー庁
「総合エネルギー統計」をもとに
作成
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【中東】
＜サウジ＞石油の安定供給確保
＜UAE＞自主開発権益の延長

【北米】
安価なシェールガスの獲

得

【南米】
＜ブラジル＞

大水深石油・天然ガス
開発 への参画

・茂木大臣 サウジ・ＵＡＥ訪問
（2013年2月）

→ＵＡＥ ＡＤＮＯＣ スウェイディ総裁
等と会談

・茂木大臣 ＵＡＥ訪問（2014年1月）
→ＵＡＥ ムハンマド皇太子と会談

【ロシア】
近接な石油・天然ガスの供給源

・安倍総理 中東訪問①（2013年4月）
→サウジアラビア アブドッラー国王、

ＵＡＥ ムハンマド皇太子と会談
・安倍総理 中東訪問②（2013年8月）
→クウェート ナッワーフ皇太子、

カタール タミーム首長と会談

・茂木大臣 南米訪問
（2013年4月）
→ブラジル ロボン鉱業

エネルギー大臣等と会談

・安倍総理 ロシア訪問（2013年4月）
→プーチン大統領と会談

・茂木大臣 ロシア訪問（2013年12月）
→ノヴァク エネルギー大臣と会談

・安倍総理 米国訪問（2013年2月）
→オバマ大統領と会談

・茂木大臣 米国訪問（2013年7月）
→モニーツ エネルギー省長官と会談

・安倍総理 カナダ訪問（2013年9月）
→ハーパー首相と会談

・茂木大臣 カナダ訪問（2013年10月）
→オリバー天然資源大臣と会談

○資源の低廉かつ安定的な供給確保に向けて、安倍総理を筆頭に資源外交を積極的に展開。

【アフリカ】
＜モザンビーク＞

安価なＬＮＧや
良質な石炭の確保

・安倍総理 中東・アフリカ訪問（2014年1月）
→オマーン カブース国王、モザンビーク ゲブーザ大統領等と会談

資源外交の推進

４．上流権益獲得等（資源外交含）
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サウジアラビア→
・自動車整備工研修所での研修風景（左）・サウジアラビア国王と研修生（右）

○産油・産ガス国においては、石油政策を含め政治・経済に強い影響力を有する政権中枢の有力者による
トップダウンでの権益交渉や石油増産等の決定がなされる場合がある。

○産油・産ガス国との戦略的関係を構築し、資源権益の確保を実現していくためには、政府間での協
力枠組みを構築するとともに、意志決定権を有する有力者の問題意識を踏まえ、資源国側の幅広い分
野におけるニーズ（産業協力、教育交流、先端医療等）に対して、我が国が有する強みを活かし重層的な
協力関係を構築することが重要。

（参考）日本再興戦略（国際展開戦略「安定的かつ安価な資源確保の推進」）（抜粋）
・資源権益の更新・新規獲得のため、資源国に対し、技術協力等の幅広い分野で協力関係を強化する。

人材関係

（教育交流）
・日本人学校へのアブダビ児童の受入れ。

・アブダビのマスダールインスティテュートから日本企業へ
のインターン生受入れ

（産業人材育成）

・サウジアラビアでの自動車整備工研修や、電子機器・家
電製品等の研修支援 等

（資源人材育成）

・イラク・モザンビーク等の資源国における石油・天然ガス分
野の人材育成に向けたＪＯＧＭＥＣによる研修の実施 等

＜資源国側の幅広い分野でのニーズに対応した協力事業の取組例＞

医療協力

技術協力

・ベネズエラでの油井再生システム導入のため
の技術支援

・カタール工業団地での省資源型インフラ設備の
導入支援

・アブダビでの淡水化技術の実証試験 等

・アブダビ王立病院での内視鏡検診の実施

・アブダビで医療行為を行うための現地法人開
設支援

・アブダビからの患者を日本の病院に受入れる
ための環境整備 等
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産油・産ガス国との重層的な関係強化

４．上流権益獲得等（資源外交含）



資源 現状 新たな計画の目標、概要

メタンハイ
ドレート

①砂層型
・ガス生産実験を６日間実施

（Ｈ２５年３月実施。減圧法を用いて、
約２万ｍ3／日の生産量を確認）

・出砂対策等の技術課題あり
・長期安定生産に必要な技術改善、

経済性向上、環境影響評価が課題

②表層型
・平成２５年度から政府として初めて
資源量把握に向けた調査開始。

①砂層型
・H２５～２７年度頃

技術課題への集中的対応
（Ｈ２７年度末頃に方向性の確認・見直し）

・Ｈ２８～３０年度
より長期の海洋産出試験の
実施と総合的な検証等

・Ｈ３０年代後半までに民間企業
等を中核とした体制整備 等

②表層型
・Ｈ２５～２７年度で日本海側を中
心に資源量調査を集中的に実施
・Ｈ２６年度から地質サンプル取得、
結果を踏まえ資源回収技術調査

石油・
天然ガス

・日本周辺の２１海域で三次元物理探
査をほぼ計画通り実施

・H２５年４月から新潟県佐渡南西沖で
基礎試錐を実施

・H３０年度までに、概ね6.2万k㎡
の三次元物理探査を実施。

・機動的に基礎試錐を実施し、
成果を民間企業へ引き継ぐ。

海底
熱水鉱床

・沖縄海域・伊是名海穴でボーリング調

査（当初想定していなかった深部の鉱体
も発見）

・採鉱・揚鉱技術開発（世界初の掘削試
験に成功）、選鉱・精錬技術、環境影響
評価手法の開発

・資源量の更なる詳細把握、
採鉱・揚鉱技術のパイロット試験
実施（水深700-1,600m）

・H２９～３０年度に経済性評価、
以降、生産技術システムを確立

新たな「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」の概要(1)

①砂層型
・H３０年度を目途に商業化

の実現に向けた技術整備
・H３０年代後半に、民間企

業が主導する商業化プロ
ジェクトが開始されるよう、
国際情勢をにらみつつ、
技術開発を実施

②表層型
・H２５年度以降３年間程度

で広域的な分布調査等を
実施

新たな海洋基本計画の目標
（H25.4.26閣議決定）

三次元物理探査船「資源」を
用いて6,000k㎡/年の探査を
実施し、有望海域では、基礎
試錐を機動的に実施

H３０年代後半以降に民間が
参画する商業化プロジェクト
が開始されるよう、資源量評
価や採鉱・揚鉱技術開発、環
境影響評価手法の開発等を
推進。

新規
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５．国内資源開発



・リスクの高い部分は国が中心的役割
・将来の商業化を念頭に効果的に民間参画を促進

資源 現状 新たな計画の目標、概要

コバルトリッ
チクラスト

・H２５年７月、公海における鉱物資源を
管理する国際海底機構が、我が国の
南鳥島沖の探査鉱区申請を承認。
（3,000k㎡、世界初）

・今後、国際海底機構との契約に沿って、
資源量評価、生産技術等の調査・研究
が必要。

・第１期（H２６～３０年）
有望鉱区の絞込み、最適な採鉱
・揚鉱システム設計

・第２期（H３１～３５年）
資源量評価、採鉱技術確立

・第３期（H３６～４０年）
揚鉱技術確立、商業化検討

レアアース
堆積物

・
マンガン
団塊

○レアアース堆積物
・南鳥島周辺の堆積物採取、分析
・レアアース勉強会にて研究計画立案
○マンガン団塊
・集鉱・揚鉱要素技術開発

・ハワイ沖鉱区取得

○レアアース堆積物
・H２５～２７年度で南鳥島周辺の

濃集帯を集中調査、資源ポテン
シャルを評価

○マンガン団塊
・資源量の算定 等

新たな「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」の概要(2)

・文部科学省が有する海洋の情報、研究開発と連携
・国土交通省が有する海底地形情報、遠隔離島活用と

の連携

各省連携 官民役割分担

・JOGMECによる実践的研修
の実施（最先端ICTの活用）

・民間の人材育成活動を慫
慂

人材育成

・海外の知見の効果的な取り
込み、政府間連携の推進

・適切な情報の管理

国際連携

・環境保全に必要な技術、評
価方法を確立

・国際的なルール作りに貢献

環境保全

・幅広い国民的理解増進
のための広報の推進

・海洋に係る学校教育の
推進

国民理解増進

・国際海底機構が定めた探
査規則を踏まえ、調査研
究に取り組む。

・具体的な開発計画を策定

新たな海洋基本計画の目標
（H25.4.26閣議決定）

○レアアース堆積物
・H25年度より3年間で集中
調査、生産技術の調査研究
○マンガン団塊
・資源量等の調査研究

新規
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５．国内資源開発



○我が国の石油備蓄制度は、国家備蓄と民間備蓄の二本立て

【備蓄量】 （平成25年11月末現在）

・国家備蓄： 原油4,890万kl ・ 製品130万kl （IEA基準：85日分 備蓄法基準：107日分）

国所有の石油を、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）と石油精製業者等に管理委託。

・民間備蓄： 原油1,864万kl ・ 製品1,953万kl （IEA基準：69日分 備蓄法基準：84日分）

石油精製業者等（石油精製元売・商社等）が保有する在庫量（基準備蓄量＋商業在庫）。

北海道共備

苫小牧東部

むつ小川原
（地上タンク）

久慈
（地下岩盤タンク）

上五島
(洋上タンク）

沖縄石油基地(OCC)

沖縄ターミナル(OTC)

（参考）我が国の国家備蓄石油の蔵置場所（原油）

（＊）民間備蓄は、石油会社等が全国に所有する貯蔵施設にて備蓄。

国家備蓄基地

民間タンク借上げで国家備
蓄石油を蔵置している基地

出光興産・ 愛知

秋田

昭和シェル・ 新潟東港

新潟共備

三菱商事・小名浜

鹿島石油・ 鹿島

富士石油・ 袖ヶ浦

出光興産・ 千葉

福井

ＪＸ・ 大崎

菊間

西部石油・ 山口

ＪＸ・喜入

志布志

串木野

白島

ＪＸ ・知多

ＪＸ・ 大分
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我が国の石油備蓄について

○国家石油備蓄基地に蔵置するほか、製油所等にある民間石油タンクを借り上げて備蓄を蔵置している。

６．燃料備蓄



福島（長崎県）
施設容量 ２０万㌧
備蓄方式 地上低温タンク方式

七尾（石川県）
施設容量 ２５万㌧
備蓄方式 地上低温タンク方式

神栖（茨城県）
施設容量 ２０万㌧
備蓄方式 地上低温タンク方式

倉敷（岡山県）
施設容量 ４０万㌧
備蓄方式 水封式地下岩盤貯槽方式

波方（愛媛県）
施設容量 ４５万㌧
備蓄方式 水封式地下岩盤貯槽方式

地上

地上

地上

地下

地下

（参考）我が国の国家ＬＰガス備蓄基地

波方基地

（左：地上設備、右：地下岩盤貯槽）

七尾基地

○我が国のＬＰガス備蓄制度は、国家備蓄と民間備蓄の二本立て（合計約８７日分）

【備蓄量】 （平成25年11月末現在：日数は、備蓄法ベース）

・国家備蓄： 約25日分（約82万トン）

・民間備蓄： 約62日分（約202万トン：備蓄義務50日分＋約12日分流通在庫 ）

○全国５ヶ所の国家備蓄基地のうち、現在、地下２基地へのガスインを実行中。

・平成25年3月に２つの国備基地（倉敷・波方）完成（国家備蓄150万トン体制の基地建設完了）。

・平成25年8月末には波方基地に、米国からシェールガス由来のＬＰガスを積んだ第一船が入港。今後も着実に

国家備蓄ＬＰガスの購入・蔵置を進める予定。

23

我が国のＬＰガス備蓄について

６．燃料備蓄



アブダビ首長国との共同備蓄プロジェクト

我が国の原油輸入先上位２カ
国（サウジ・UAE）で全体の
半分以上を占める。

 我が国の原油輸入先第２位であるアブダビに対し、鹿児島県のＪＸ喜入
基地の原油タンク提供。

 我が国の原油輸入先第１位であるサウジアラビアに対し、沖縄県の沖
縄石油基地（ＯＣＣ）の原油タンクを提供。

サウジアラビアとの沖縄原油タンク活用プロジェクト

日本の原
油輸入量
（2012年）
366万B/D

サウジアラビ

ア

33.0%

UAE

21.8%

カタール

10.7%

クウェート

7.6%

イラン

5.2%

ロシア

4.7%

インドネシア

3.7%

オマーン

2.9%

ベトナム

2.3%

イラク

1.9%

その他

6.2%

産油国（ＵＡＥ・サウジ）との共同備蓄プロジェクトの推進

６．燃料備蓄

○国内の原油タンクを、我が国の主要原油輸入国であるアラブ首長国連邦（UAE）及びサウジアラビアの国営石油会社

に貸与し、両国の国営石油会社は所有する原油を蔵置。

・2009年12月より、鹿児島県のＪＸ喜入（きいれ）基地において、ＵＡＥとの間で事業開始（開始当時約60万ｋｌ）

・2010年2月より、沖縄県の沖縄石油基地（ＯＣＣ）において、サウジとの間で事業開始（開始当時約60万ｋｌ）

○平時には、産油国国営石油会社が当該タンクを（日本を含む）東アジア向けの供給・備蓄拠点として商業的に活用す

る一方、日本への原油供給途絶等の非常時には、タンク内に蔵置している原油を我が国が優先的に購入できる。

 2009年3月、ムハンマド・アブダビ皇太子から提案あり。
 2009年6月、資源エネルギー庁とアブダビ最高石油協議会との間で、基

本的事項について合意。
 2010年3月、約60万klの原油の貯蔵完了。
 2012年6月、事業の延長に合意。

 2007年4月に安倍総理訪サ時、アブドラ国王に対して提案。
 2010年6月に、経済産業省とサウジアラムコ社との間で、基本的事項につ

いて合意。
 2010年12月、サウジアラムコ社との間で、タンク賃貸借契約等締結。
 2011年4月、約60万klの貯蔵完了。
 2013年6月、事業の延長に合意し、同年12月、タンクの増量に合意。
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機密性○
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天然ガス（ＬＮＧ）
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原油
円/ｔ

円/ｌ

【出典】財務省貿易統計 【出典】財務省貿易統計

85266円/t
(2013/5)

22252円/t
(2000/1)

92円/l
(2008/8)

17円/l
(2000/1)

各燃料の熱量あたりの価格推移円/千kcal

【出典】 エネルギー経済研究所 25

※1ﾄﾞﾙ＝100円の場合
1ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ＝0.63円/l

0

2

4

6

8

10

12

'2
00
0/
01

'2
00
0/
08

'2
00
1/
03

'2
00
1/
10

'2
00
2/
05

'2
00
2/
12

'2
00
3/
07

'2
00
4/
02

'2
00
4/
09

'2
00
5/
04

'2
00
5/
11

'2
00
6/
06

'2
00
7/
01

'2
00
7/
08

'2
00
8/
03

'2
00
8/
10

'2
00
9/
05

'2
00
9/
12

'2
01
0/
07

'2
01
1/
02

'2
01
1/
09

'2
01
2/
04

'2
01
2/
11

'2
01
3/
06

原油 ＬＮＧ 一般炭

○2000年以降、石油価格は5倍（2008年）に高騰。燃料価格は、リーマンショックによる下落の
後、再び上昇傾向。
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化石燃料価格の推移
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７．バーゲニングパワーの強化



機密性○

26

中東（サウジＣＰ）

米国（モントベルビュー）

シェール革命による石油
価格リンクからの乖離

原油価格

天然ガス価格

LPガス価格
原油・LPガス・天然ガスの市場価格

７．バーゲニングパワーの強化
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○相互補完を基本として、アジアの消費国の事業者に加え、欧米の事業者等ともグローバルな連携強
化を進めていくことが有効。LNG産消会議、日印エネルギー対話、日韓ガス対話、EUとの共同研究

等の機会も活用する。
○直近では、安倍総理の訪印に合わせ、中部電力とインドのＧＡＩＬ社がＬＮＧの共同調達の協力につい

て基本合意し、近日中に覚書を締結予定。

消費国との連携強化（LNG産消会議等）

７．バーゲニングパワーの強化

＜これまでの主な取組＞

①ＬＮＧ産消会議の開催
２０１３年９月１０日、東京で、第２回ＬＮＧ産消会議を開催。カタール、インドなど主要国の閣僚級を含め、世界

のＬＮＧ市場の約９割の国・地域の生産者・消費者、約１０００人が出席。我が国からは、茂木大臣が基調講演を
行い、①我が国と欧州、インドなどの消費国間の連携の広がりや、②米国からのＬＮＧ輸出をはじめとする供給面
での状況の変化、そして、③電気料金の厳正な審査や電力システム改革を含めた日本における低廉な調達に向
けた真剣な取組を紹介しつつ、④高いＬＮＧ価格からの脱却が喫緊の課題であることを世界に発信。

②インドとの共同調査
ＬＮＧ需要が急増するインドと、アジア太平洋市場におけるＬＮＧ価格のあり方について、共同調査を開始（２０１

２年１２月）。２０１３年９月、LNG価格に関する日印共同研究に関する共同声明を発出。

③日・ＥＵガス市場研究協力
日・ＥＵは世界のＬＮＧ消費の約６割を占めており、今後、ＬＮＧの需要が高まるＥＵとの連携を図るため、欧州委

員会との間で、ＬＮＧを含む天然ガス市場のあり方に関する研究協力を昨年６月７日から開始。研究協力の成果
を、２０１３年９月のＬＮＧ産消会議、２０１１３年１１月の国際エネルギー機関（ＩＥＡ）閣僚理事会にて発表。



28

包括的アライアンスなど新しい共同調達の促進

７．バーゲニングパワーの強化

＜バーゲニングパワーの強化に向けた新しい共同調達の方向性＞

LNGの調達において、価格面での優位性だけでなく、契約の柔軟性や上流・中流権益の確保などについても

バーゲニングパワーを発揮していくため、従来のコンソーシアム型での共同調達ではなく、以下に示す新しい
形態での共同調達を戦略的に活用することが有効。

→従来のコンソーシアム型では対応が困難であった、①一定規模以上の調達量での迅速な意志決定、②大きなポートフォリオの中での多
角化の推進、③LNGサプライチェーン全体を俯瞰した取組、等を進めていくことも可能となる。

※上記４類型は、ヒアリング結果をまとめたものであり、具体的な事業者連携に向けて、国内外の独禁法・競争法の観点に留意する必要が
ある。

⇒東京電力の新しい総合特別事業計画（1月15日経産大臣認定）において、「他企業との包括的なアライアンスを通
じ、ガス調達規模の拡大と、バーゲニングパワーの強化により燃料調達コスト削減を図る」ことに言及。

①代表購入・卸売型 大規模な需要者が小規模な需要者の必要量も含め代表して交渉・購入し、各社に卸売り。

②共同交渉型 共同で交渉を行い、調達規模のメリットを活かす一方で、契約は個別に実施。

③組合型 複数事業者間で調達機能を外部化し、組合形式で共同調達のプラットフォームを構築。
LNG調達に向けた大きなポートフォリオを組成するとともに、調達機能を集約化。

④包括事業ｱﾗｲｱﾝｽ型 上流・中流事業への進出、LNGの調達、輸送面等を含めたLNGサプライチェーン全体を俯
瞰した上で、複数事業者間で包括的な事業アライアンスを締結。
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ＦＯＢ契約での仕向地条項の見直し

７．バーゲニングパワーの強化

○これまでのLNG契約の多くには、購入したLNGの行き先（仕向地）を制限する契約条項があり、買主は
転売等に制約が課せられている。

○新たな共同調達等を推進し、契約の柔軟化を進めていく上で、仕向地条項の緩和は一つの課題であ
り、競争法の観点も踏まえつつ、検討を行うことが重要。

○特に、出荷時に、LNGの所有権や危険負担が買主側に移転しているFOB契約は、グローバルに見ても
仕向地条項が撤廃されつつあり、日本企業が締結するFOB契約についても、こうした動きを後押しして
いく。

○なお、今後、北米から日本向けに輸出されるLNGについては、仕向地条項は課されていない。

Ex‐Ship
契約

FOB
契約

売主 買主

LNG液化基地

海上輸送
保険付与
所有権
危険負担

売主 買主

LNG受入基地

LNG売買契約における受入条件について

※Ex-ship契約では買主の受入基地までの海上輸送・ 保険付
与は売主が行い、その間の所有権・危険負担は売主が負う。
一方、FOB契約では出荷時に所有権・危険負担が買主に移
転し、海上輸送・保険付与も買主が行う。

LNG売買契約における仕向地制限について

※多くのLNG売買契約では、契約で規定された仕向地以外では受け渡し
をせず、買主が第三者に転売することを認めない「仕向地条項」が付され
ている。契約によっては、仕向地条項が規定されている場合でも、買主が
売主の事前同意を得ること、転売の際の利益折半をすること等を条件に
仕向地条項が緩和されるものもある。

売主

Ａ港
LNG
出荷
基地

Ｂ港

買主

第三者



石油
（100％）

LP
ガス

（100％）

天然
ガス

（100％）
石炭

（100％）

1次
エネルギー

40％ 3％ 22％ 23％

中東
35％

（87%）
2％

（83％）
7％

（30%）
－

アフリカ
1％

（2%）
0％

（1%）
2％

（7%）
－

ロシア
2％

（4%）
－

2％
（9%）

2％
（7%）

東南アジア
オセアニア

3％
（7%）

0％
（10％）

11％
（51%）

19％
（81%）

北米 －
0％

（1%）
－

2％
（9%）

全体 石油
LP

ガス
天然
ガス

石炭 電力

最終
エネルギー

消費
100% 45％ 5％ 11％ 11％ 23％

産業
（100%）

43％ 14％
（34%）

2％
（5%）

2％
（5%）

9％
（22%）

7％
（17%）

業務
（100%）

20％ 4％
（22%）

1％
（5%）

5％
（28%）

0％
（1%）

9％
（44%）

運輸
（100%）

23％ 22％
（95%）

0％
（2%）

0％
（0%）

－
0％

（2%）

家庭
（100%）

14％ 3％
（18%）

1％
（10%）

3％
（21%）

－
7％

（51%）

燃料種の分散 エネルギー種の分散

調
達
国
の
分
散

利
用
部
門

燃料調達段階での分散（2011年度） 燃料利用段階での分散（2011年度）

注：エネルギー白書2013のデータ（2011年度分）から作成。四捨五入、化石燃料以外のエネルギー省略等の関係から必ずしも和が100％にならない。

○調達段階ではエネルギー全体に対する石油割合の高さと、石油、LPガスの中東依存度の高さが確認できる。一方、天然ガス、石炭は、
東南アジア、豪州等への依存度が高いが、地政学リスクは低い。利用段階では産業、運輸における石油依存度の高さが見られる。

○調達、利用両段階において、特にリスクの高い燃料種への高い依存度を減少させることが基本。併せて、調達段階では中東諸国の関係
強化を引き続き図りつつ、地政学リスクの小さい資源国からの供給を増加させてリスクを低減していくことが重要。利用段階では特に運
輸部門の需要構造の改革も課題。（ＬＰガス自動車、ＣＮＧ自動車、電気自動車、燃料電池自動車等）

○石油、石炭の重要性を認識しつつ、北米からのLPガス、天然ガスの調達と、産業、運輸等での国内利用の拡大を進めることは我が国の
エネルギーセキュリティーにとって重要。また、石油についても北米からの輸出への動きを注視。

○具体的な燃料調達に当たっては、安定的かつ安価な調達を実現するため、経済性の観点も踏まえつつ、適切なポートフォリオを形成す
ることが重要。

○また、供給途絶時の対応の観点からアジア諸国等との連携や中東以外の資源国との関係強化も重要。

【我が国のエネルギーポートフォリオの傾向と今後の方向性】
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